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第１章 総 則 

 

（趣旨等） 

第１条 この仕様書は、東日本高速道路株式会社（以下「当社」という。）が土地等を取得し、又は使

用するにあたり必要となる用地測量（以下「測量」という。）を発注する場合の業務内容その他必要

とする事項を定めるものとし、もって業務の適正な執行を確保するものとする。 

２ 業務の発注にあたり、当該業務の実施上この仕様書記載の内容により難いとき又は特に指示して

おく必要があるときは、この仕様書とは別に、特記仕様書を定めることができるものとし、適用にあ

たっては特記仕様書を優先するものとする。 

 

（測量範囲） 

第２条 測量は、道路用地のうち埼玉県加須市南篠崎地内（STA220+40）から埼玉県加須市南篠崎地内

（STA222+00）までの路線延長 0.16 キロメートルの間に所在する土地並びに建物及び工作物につい

て行うものとする。 

 

（用語の定義） 

第３条 この仕様書における用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。 

一 「権利者」とは、測量区域内に存する土地、建物等の所有者及び所有権以外の権利を有する者を

いう。 

二 「監督員」とは、受注者への指示、これらの者との協議又は受注者からの報告を受ける等の事務

を行う者で、調査等請負契約書（以下「契約書」という。）第９条第１項の規定に基づき、発注者

が定め受注者に通知した者をいう。 

三 「完了検査」とは、契約書第３２条第２項の規定に基づき、測量の完了を確認するために行う検

査をいう。 

四 「完了検査員」とは、契約書第３２条第２項の規定に基づき「完了検査」を行うために発注者が

定めた者をいう。 

五 「管理技術者」とは、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第４８条に規定する測量士（以下「測

量士」という。）の資格を有する者とし、契約書第１０条第１項の規定により、受注者が定め発注

者に通知した者をいう。 

六 「指示」とは、監督員が受注者に対し、測量の実施上必要な事項について書面により示し、実施

させることをいう。 

七 「協議」とは、書面により、発注者又は監督員と受注者が対等の立場で測量の内容又は取り扱い

等について合議し、結論を得ることをいう。 

八 「提出」とは、監督員が受注者に対し、または受注者が監督員に対し測量に係わる書面またはそ

の他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

九 「報告」とは、受注者が監督員に対し、測量に係る権利者又は関係者等の情報及び業務の進捗状

況等を書面により知らせることをいう。 

十 「通知」とは、監督員が受注者に対し、または受注者が監督員に対し測量に関する事項について、

書面をもって知らせることをいう。 

十一 「調査」とは、測量区域の現状等を把握するための現地踏査、立入調査又は管轄登記所（調査

区域内の土地を管轄する法務局及び地方法務局（支局、出張所を含む。））等での調査をいう。 

十二 「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は捺印したも

のを有効とする。また、「調査等指示簿」及び「調査等打合簿」の伝達に電子メールを使用する場

合も上記と同様の取扱いとする。 

 

（基本的処理方針） 

第４条 受注者は、測量を実施する場合において、調査等共通仕様書によるほか、この仕様書及び東日

本高速道路株式会社測量作業規程（以下「測量作業規程」という。）に適合したものとなるよう、公

正かつ的確に業務を処理しなければならないものとする。 

 

（測量従事者の資格） 



 

第５条 測量は、測量士が担当し、補助者には測量法第４８条に規定する測量士補を当てなければな

らない。 

 

 

第２章 用地測量の基本的処理要領 

 

第１節 用地測量の実施手続 

 

（施行上の義務及び心得） 

第６条 受注者は、測量の実施に当たって、次の各号に定める事項を遵守しなければならない。 

一 自ら行わなければならない関係官公署への届出等の手続きは、迅速に処理しなければならない。 

二 測量で知り得た権利者側の事情及び成果品の内容は、他に漏らしてはならない。 

三 測量は権利者の財産に関するものであり、補償の基礎となることを理解し、正確かつ良心的に行

わなければならない。また、実施に当たっては、権利者に不信の念を抱かせる言動を慎まなければ

ならない。 

四 権利者から要望等があった場合には、十分にその意向を把握したうえで、速やかに、監督員に報

告し、指示を受けなければならない。 

 

（貸与資料等） 

第７条 受注者は、測量の実施に当たっては、必要に応じて発注者から次の各号に掲げる資料の貸与

を受けるものとする。 

一 土地の登記記録調査表、権利者調査表、墓地管理者調査表 

二 地図の写し（登記不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条第１項又は同条第４項の

規定により管轄登記所に備える地図又は地図に準ずる図面の転写図、転写連続図をいう。以下同

じ。） 

三 土地区画整理事業等の確定図その他の既測地図面（以下「確定図等」という。） 

四 基準点測量、路線測量及び用地幅杭設置測量の成果で測量作業規程に定める全ての成果（以下

「基準点測量等の成果」という。） 

五 その他測量に必要な資料 

２ 登記事項証明書等の交付等を受ける必要があるときは、別途監督員と協議するものとする。 

３ 貸与資料等の品名及び数量は特記仕様書によるものとし、貸与資料等の引渡しは貸与資料等引渡

通知書（様式第１号）により行うものとする。 

４ 受注者は、前項の貸与資料等を受領したときは、貸与資料等受領書（様式第２号）を監督員に提出

するものとする。 

５ 受注者は、測量が完了したときは、速やかに貸与資料等を返納するとともに貸与資料等精算書（様

式第３号）及び貸与資料等返納書（様式第４号）を監督員に提出するものとする。 

 

（現地踏査） 

第８条 受注者は、測量の着手に先立ち、測量区域の現地踏査を行い、地域の状況、土地及び建物等の

概況を把握するものとする。 

 

（作業計画の策定） 

第９条 受注者は、測量を着手するに当たっては、測量作業規程、この仕様書及び特記仕様書並びに現

地踏査の結果等を基に用地測量作業計画書（様式第５号）を策定し、監督員に提出するものとする。 

２ 受注者は、前項の作業計画が確実に実施できる執行体制を整備するものとする。 

 

（監督員の指示等） 

第１０条 受注者は、測量の実施に先立ち、管理技術者を立ち会わせたうえ監督員から業務の実施に

ついて必要な指示を受けるものとする。 

２ 受注者は、測量の実施にあたり測量作業規程、この仕様書、特記仕様書又は監督員の指示について

疑義が生じたときは、監督員と協議するものとする。 



 

 

（立入り及び立会） 

第１１条 受注者は、測量を実施するために権利者が所有又は占有する土地等に立入ろうとするとき

は、あらかじめ、監督員と緊密な連絡をとらなければならない。なお、立入る土地等の権利者の同意

は、原則として、発注者が得るものとし、受注者はこれに協力するものとする。 

２ 受注者は、前項に規定する同意が得られたものにあっては立入りの日及び時間を、あらかじめ、監

督員に報告するものとし、同意が得られないものにあっては、その理由を付して、速やかに、監督員

に報告し、指示を受けるものとする。 

３ 受注者は、測量を行うため土地等に立入る場合には、権利者の立会いを得なければならない。た

だし、立会いを得ることができないときは、あらかじめ、権利者の了解を得ることをもって足りる

ものとする。 

 

（障害物の伐除） 

第１２条 受注者は、測量を行うため障害物を伐除しなければ調査が困難と認められるとき又は農作

物を踏み荒す恐れがあるときは、監督員に報告し、指示を受けるものとする。 

２ 監督員からの指示により障害物の伐除を行ったとき又は農作物を踏み荒したときは、障害物伐除

報告書（様式第６号）を監督員に提出するものとする。 

 

（身分証明書の携帯） 

第１３条 受注者は、測量の実施に先立ち、身分証明書交付願（様式第７号）を発注者に提出し、測量

に従事する者の身分証明書（様式第８号）の交付を受け、業務に従事するときには携帯するものとす

る。 

２ 測量に従事する者は、権利者から請求があったときは、前項により交付を受けた身分証明書を提

示しなければならない。 

３ 受注者は、第１項に基づき、発注者から身分証明書の交付を受けたときは、速やかに身分証明書

受領書（様式第９号）を作成し、発注者に提出するものとし、測量が完了したときは、速やかに、

身分証明書を発注者に返納するとともに、身分証明書返納書（様式第１０号）を発注者に提出しな

ければならない。 

 

（監督員への進捗状況の報告） 

第１４条 受注者は、監督員から測量の進捗状況について調査又は報告を求められたときは、これに

応じなければならない。 

２ 受注者は、前項の進捗状況の報告に管理技術者を立ち会わせるものとする。 

 

（成果品の一部提出等） 

第１５条 受注者は、測量の実施期間中であっても、監督員が成果品の一部の提出を求めたときは、こ

れに応ずるものとする。 

２ 監督員は、前項で提出した成果品の一部の内容について、受注者に報告を求めることができるも

のとする。なお、受注者は、当該報告を行うときは、管理技術者を立ち会わせるものとする。 

 

（成果品） 

第１６条 受注者は、次の各号により成果品を作成するものとする。 

一 測量の種別及び内容ごとに整理し、編集する。 

二 表紙には、契約件名、年度（又は履行期限の年月）、発注者及び受注者の名称を記載する。 

三 目次及び頁を付す。 

四 容易に取り外すことが可能な方法により編綴する。 

２ 本仕様書に様式の定めがないものは、監督員の指示による。 

３ 提出する成果品は、別記成果品一覧表に掲げる成果品等とする。 

４ 受注者は、成果品の作成に当たり使用した調査表等の原簿を契約書第５３条に定める契約不適合

責任期間保管し、監督員が提出を求めたときは、これらを提出するものとする。 

 



 

（電子納品） 

第１７条 電子納品は、「調査等共通仕様書 １－４５－３ 電子納品」に基づいて行うものとする。 

２ 受注者は、電子納品による成果品（電子データ）について、「調査等共通仕様書 １－４５－４ 電

子納品チェックシステム」に基づき、チェックを実施し、完了後に提出するものとする。 

３ 電子納品による成果品の提出部数については、前条に定める別記に基づくものとし、NEXCO総研技

術情報課への電子データの提出は、「調査等共通仕様書 １－４５－５」によるものとする。 

 

（完了検査） 

第１８条 受注者は契約書第３２条の規定に基づき、発注者に業務完了の通知を行う時は、「調査等共

通仕様書 １－４５－５ 標準提出部数」に示す「成果品（電子データ）受領票」の写しを添付する

ものとする。 

２ 受注者は、完了検査員が測量の完了検査を行うときは、管理技術者を立ち合わせるものとする。 

３ 受注者は、完了検査のために必要な資料の提出その他の処理について、完了検査員の指示に速や

かに従うものとする。 

 

 

第３章 用地測量 

 

第１節 境界確認 

 

（資料確認） 

第１９条 受注者は、境界確認に先立ち、第７条に掲げる資料について、次の各号により確認等を行う

ものとする。 

一 土地の登記記録調査表、権利者調査表、墓地管理者調査表及び地図の写しについては管轄登記所

において、確定図等についてはそれぞれの関係機関において、内容を確認する。 

二 戸籍簿等の調査資料については、前号の確認の結果、調査が必要であると認められるものについ

て、監督員の指示に従い、調査する。 

 

（公共用地境界の打合せ） 

第２０条 測量範囲内に、国又は地方公共団体等が管理する公共物が存するときは、これら公共物管

理者等と公共用地境界確定（境界確認を含む。）の方法について監督員の指示に基づき打合せを行う

ものとする。 

 

（資料の作成及び公共物管理者等との立会い） 

第２１条 受注者は、前条の打合せの結果を監督員に報告し、その指示に基づき公共用地境界確定の

ための手続き又は現況測量等に必要となる資料の収集及び作成を行うものとする。 

２ 受注者は、公共物管理者等が現地において公共用地境界確定作業を行うときは、それらの作業を

補助するものとする。 

３ 前条の打合せの結果、転写連続図その他資料を基に現況測量等を行うことによって、公共物管理

者等が現地において公共用地境界の確定とみなすとした場合には、これに必要な作業を行うものと

する。この場合必要に応じて公共用地に隣接する土地の所有者から第２５条第２項に準じた同意を

取りつけるものとする。 

 

（公共用地境界確定後の図書等の作成） 

第２２条 前条の境界確定作業が完了したときは、必要に応じて公共用地境界確定のために必要な図

面等の作成を行うものとする。 

 

（境界確認の準備） 

第２３条 受注者は、境界確認を行うに当たっては、監督員と立会区域、立会期日その他立会に必要な

事項について協議し、立会いが必要と認められる権利者への立会通知等の準備を行うものとする。 

 



 

（境界立会いの画地及び範囲） 

第２４条 受注者が実施する境界立会いの画地及び範囲は、測量作業規程に定めるところによるほか、

１筆の土地であっても、その一部が異なった現況地目となっている場合は不動産登記事務取扱手続

準則（平成１７年２月２５日民二第４５６号法務省民事局長通達）第６８条及び第６９条に定める

地目の区分による現況の地目ごとの画地とする。 

 

（境界立会い） 

第２５条 受注者は、前条の境界立会いの範囲について、各境界点に関する権利者を現地に招集し、次

の各号の手順によって境界点の立会いを行うものとする。 

一 境界標識が設置されている境界点については、関連する権利者全員の同意を得るものとする。 

二 境界点が表示されていないため、各権利者が保有する図面等によって、現地に境界点の表示等の

作業が必要と認められる場合には、これらの作業を行うものとする。この場合の作業に当たっては、

いずれの側にも片寄ることなく中立の立場で行うものとする。 

三 前号の作業によって表示した境界点が関連する権利者全員の同意が得られたときには、第２７

条に基づく標識を設置するものとする。 

２ 受注者は、前項の境界点立会いが完了したときは、関連する権利者全員から立会証明書（様式第１

１号）に確認のための署名押印を求めるものとする。 

３ 受注者は、第１項の境界点立会において、次の各号の一に該当する状態が生じたときは、その事由

等を整理し速やかに監督員に報告し、その後の処置について指示を受けなければならない。 

一 関連する権利者全員の同意が得られないもの 

二 関連する権利者の一部が立会を拒否したもの 

三 必要な境界点を確定するために測量区域以外の境界立会い又は測量を権利者から要求されたと

き 

 

第２節 境界測量 

 

（用地測量の基準点） 

第２６条 受注者は、測量に使用する基準点について当社が実施した基準点測量等が完了していると

きは、基準点測量等の成果を基に基準点標及び補助基準点杭（以下「与点」という。）を検測して使

用するものとする。 

２ 受注者は､前項の基準点測量等の成果を検測した結果､滅失､位置移転､毀損存等が生じているとき

には監督員と協議するものとする。 

３ 受注者は、第１項の基準点測量等が実施されていないものについては、基準点の設置、座標値の設

定方法等について監督員と協議し、その指示を受けるものとする。 

 

（標杭） 

第２７条 測量において設置する標杭は、表１のとおりとする。 

２  表１に定める杭のうち、補助多角点杭は杉角材に代えてプラスチック杭を、補助多角点杭以外の

杭にあっては杉角材に代えてプラスチック杭又は金属鋲（頭部径１５ｍｍ）を必要に応じ設置する

ことができる。 

表１ 標杭の規格 

種  類 材 料 規 格 色別 摘  要 

補助多角点杭 

公共用地境界杭 

民有地境界杭 

占有境界杭 

用地境界仮杭 

杉角材 6 ｃｍ × 6 ｃｍ × 60 ｃｍ 

 〃  4.5ｃｍ × 4.5ｃｍ × 45ｃｍ 

〃        〃 

〃        〃 

 〃  6 ｃｍ × 6 ｃｍ × 60ｃｍ 

白 

黄 

赤 

青 

赤 

頭部10cmを塗装 

〃 

〃 

〃 

〃 

（注）１ 公共用地境界杭には、公共用地境界線と民有地境界線が交わる点を含む。 

 

（境界測量及び用地幅杭測量） 

第２８条 受注者は、各境界点及び用地幅杭点の測量を行うに当たっては、測量作業規程に定めると



 

ころによるほか、土地の実測平面図の作成に必要となる建物及び主要な工作物の位置を併せて観測

を行わなければならない。 

２ 各境界点等は、連番を付するものとする。 

３ 受注者は、前２項の結果に基づき、境界点の座標値、境界点間の距離及び方向角、用地幅杭点の

座標値、用地幅点間の距離を計算により求め、境界点成果表（様式第１２号）及び用地幅杭点成果

表（様式第１３号）を作成するものとする。 

 

（補助多角測量） 

第２９条 境界点を観測するために止むを得ず補助多角点を設置する必要がある場合は、基準点測量

等の成果を基に与点（補助基準点を除く。）を基準として設置することができるものとする。 

２ 補助多角点は、測量作業規程に定める４級基準点に準じて設置するものとし、補助多角点の座標

値、補助多角点間の距離及び方向角を計算により求め、補助多角点成果表（様式第１４号）を作成す

るものとする。 

 

（用地境界仮杭設置） 

第３０条 境界測量等の作業が完了し用地取得の対象となる範囲が確定したときは、測量の成果等に

基づきトータルステーション等を使用する方法により用地境界仮杭の設置を次により行わなければ

ならない。 

 一 原則として、関連する権利者の立会いのうえ行う。 

２ 前項の用地境界仮杭設置に当たり建物等で支障となり設置が困難なときには、その事由等を整理

し監督員に報告しなければならない。ただし、関連する権利者が用地境界仮杭の設置を強く要求す

るときは用地境界仮杭を設置するものとする。この場合に、用地境界仮杭との関係を関連する権利

者に充分理解させたうえで用地境界仮杭との関係図を作成するものとする。 

３ 前２項の結果に基づき、用地境界仮杭の座標値、境界点間の距離及び方向角を計算により求め、境

界点成果表（様式第１３号）を作成するものとする。 

 

第３節 面積計算 

 

（面積計算の範囲） 

第３１条 面積計算の範囲は、境界確認を行う範囲とする画地を単位とし、次の各号によって行うも

のとする。 

 一 画地のすべてが用地取得の対象となるとき計画幅線（以下「用地取得線」という。）の内に存

するときは、その画地面積 

 二 画地が用地取得線の内外に存するときは、用地取得の対象となる土地及び用地取得の対象とな

る土地以外の土地（残地）の面積 

 三 土地面積は、一筆ごとに次の方法により求めるものとする。 

  イ 一筆の土地に異なる現況地目があるときは、一筆の土地の総面積を求めたうえ、評価価格の

高い地目の土地から順次面積を求めるものとし、同一の地目の土地に異なる権利者があるとき

は、その権利者ごとに、それぞれの面積を求めるものとする。 

  ロ 一筆の土地が取得等の区域線にまたがるため分筆を必要とする場合において、当該土地に異

なる地目又は権利者があるときは、前記イを準用するものとする。 

 四 前各号によらない場合については、監督員の指示によるものとする。 

 

（面積計算） 

第３２条 面積計算は、測量作業規程のとおりとする。 

 

（計算数値の取扱） 

第３３条 計算数値の取扱は、測量作業規程のとおりとする。 

 

第４節 用地実測図等の作成 

 



 

（用地実測図等の作成） 

第３４条 受注者は、用地実測図等の作成に当たっては、測量作業規程の定めるところによるほか、

次の各号の方法により行うものとする。 

 一 用地実測図原図は、次の事項及び監督員が指示する事項を記入する。 

（１）土地の測量に従事した者の氏名 

  （２）道路名及び水路名 

  （３）建物及び工作物 

二 用地実測図等の規格は、左を起点側、右を終点側とし、数葉にわたるときは、右上に番号を付

すとともに、当該図面がどの位置に存するかを示す表示図を記載するものとする。 

 三 用地平面図は、用地実測図原図から監督員が指示する事項を記入するものとする。 

 

第５節 土地調査表等の作成 

 

（土地所有者別土地一覧表等の作成） 

第３５条 受注者は、第１９条に基づき確認及び調査した結果並びに境界確認の方法等についてとり

まとめた土地所有者別土地一覧表（様式第１５号）を次により作成するものとする。 

一 大字毎に取りまとめ、同一所有者にかかる２筆以上の土地がある場合にはまとめて連続して記

載するものとする。 

二 大字毎に所有者数、筆数及び実測面積の合計欄を設けるものとする。 

２ 受注者は、測量の成果をもとに在来法定（外）道水路調書（様式第１６号）を市町村ごとに作成す

るものとする。 

 

（土地確認調書の作成） 

第３６条 受注者は、土地確認調書（様式第１７号）を土地所有者ごとに作成するものとする。ただ

し、土地所有者への確認は、当社が行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号 

 

貸 与 資 料 等 引 渡 通 知 書 

 

（元号）  年  月  日 

受注者 

管理技術者 

（現場作業責任者）          殿 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監督員                

 

下記のとおり貸与資料等を引渡します。 

 

調査等名  契約年月日 年   月   日 

品  名 規  格 単位 数 量 備  考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

注１ 貸与資料等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

 ２ 用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第２号 

貸 与 資 料 等 受 領 書 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監督員                殿 

 

受注者 

管理技術者 

（現場作業責任者）            

 

下記のとおり貸与資料等を受領しました。 

 

調査等名  契約年月日 年   月   日 

品  名 規  格 単位 数 量 備  考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

注１ 貸与資料等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

 ２ 用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第３号 

貸 与 資 料 等 精 算 書 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監督員                殿 

 

受注者 

管理技術者 

（現場作業責任者）           

 

 下記のとおり貸与資料等を精算します。 

 

調査等名  契約年月日 年   月   日 

品  名 規  格 
単

位 

数 量 

備 考 引渡し 

数 量 

使用数 

数 量 
残数量 

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

 

      

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第４号 

貸 与 資 料 等 返 納 書 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監督員                殿 

 

受注者 

管理技術者 

（現場作業責任者）            

 

 下記のとおり貸与資料を返納します。 

 

調査等名  契約年月日 年   月   日 

品  名 規  格 単位 数 量 備 考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第５号 

 

用 地 測 量 作 業 計 画 書 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監督員                殿 

 

受注者 

住 所 

会社名 

代表者                

 

（調査等名）                                 

 

（元号）  年  月  日付けで締結した標記業務の履行に伴い、下記のとおり計画書を提出します。 

 

調 査 等 概 要 

 

 

 

工 程 表 

 

別紙のとおり 

 

業 務 体 制 等 

 

 

 

使用測量機器等 

（検定年月日及び検定番号） 

 

 

（検定番号第    号  （元号）  年  月  日） 

連 絡 体 制 

（緊急時を含む） 

 

 

 

特 記 事 項 

 

 

 

注１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

２ 工程表は、受注者にて定める。 



 

様式第６号 

障 害 物 伐 除 等 報 告 書 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監督員                殿 

 

受注者 

管理技術者 

（現場作業責任者）            

 

 

（調査等名）                                 

 

（元号）  年  月  日付けで締結した標記業務の履行のため、（元号）  年  月  日に

下記の障害物を伐除したので報告します。 

 

記 

 

履行期限：（元号）  年  月  日 ～ （元号）  年  月  日 

地 内 

字 地番 地目 物件の種類 

形状寸法（種類、

樹齢、胸高直径

等） 

数量 

物件所有者 

住 所 氏 名 

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

        



 

 

注１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第７号 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

所 長                殿 

 

受注者 

住 所 

会社名 

管理技術者            

 

 

身 分 証 明 書 交 付 願 

 

（調査等名）                                 

 

（元号）  年  月  日付けで締結した標記業務の履行に伴い、下記のものが現場作業に従事いたしますので、身

分証明書を交付くださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

履行期限：（元号）  年  月  日 ～ （元号）  年  月  日 

氏  名 生年月日 会 社 名 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

 



 

様式第８号 

（表） 

測量法（昭和24年法律第188号）抜すい 

第１５条 国土地理院の長又はその命を受けた者若しくは委任

を受けた者は､基本測量を実施するために必要があるときは､

国有､公有又は私有の土地に立ち入ることができる。 

２ 前項の規定により宅地又はかき､さく等で囲まれた土地に立

ち入ろうとする者は､あらかじめその占有者に通知しなければ

ならない。但し､占有者に対してあらかじめ通知することが困

難であるときは､この限りでない。 

３ 第１項に規定する者が､同項の規定により土地に立ち入る場

合においては､その身分を示す証明書を携帯し､関係人の請求

のあつたときは､これを呈示しなければならない。 

第３９条 第１４条から第２６条までの規定は､公共測量に準用

する。この場合において、第十四条から第十八条まで、第二十

一条及び第二十三条から第二十六条まで中「国土地理院の長」

とあるのは「測量計画機関の長」と、第十九条及び第二十条中

「政府」とあるのは「測量計画機関」と、それぞれ読み替える

ものとする。 

 

第    号 

 

 

 

 

身 分 証 明 書 

 

 

 

 

 

（元号）  年  月  日発行 

東日本高速道路株式会社支社等事務所 

事務所長等       ㊞      

（裏） 

 

氏 名 

生 年 月 日 

 

所 属 機 関 名 

所属機関所在地 

 

 

上記の者は、測量法第１５条第１項の規定により、測

量計画機関の長の （命令）（委任） に基づいて土地に

立入ることができる者であることを証する。 

 

 

 

 

有 効

期 間 

自年月日 

至年月日 

自年月日 

至年月日 

自年月日 

至年月日 

作 業

地 域 

 

 

 

 

  

作業の

名 称 

 

 

 

 

  

発行機

関の印 

 

 

 

  

 

注１ 用紙の規格は、日本産業規格Ｂ８版とする。 

２ 土地収用法に基づく測量の場合は、同法に定める身分を示す証票の様式によること。 



 

様式第９号 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

所 長                殿 

 

受注者 

住 所 

会社名 

管理技術者            

 

 

身 分 証 明 書 受 領 書 

 

（調査等名）                                                                  

 

（元号）  年  月  日付けで締結した標記業務の履行に伴い、下記の者に対する測量法（土地収用法）に基づく

身分証明書を受領しました。 

 

記 

 

履行期限：（元号）  年  月  日 ～ （元号）  年  月  日 

氏  名 生年月日 会 社 名 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

 



 

様式第１０号 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

所 長                殿 

 

受注者 

住 所 

会社名 

管理技術者            

 

 

身 分 証 明 書 返 納 書 

 

（調査等名）                                                                  

 

（元号）  年  月  日付けで締結した標記業務の履行に伴い、（元号）  年  月  日付けで交付を受けた

下記の者に対する測量法（土地収用法）に基づく身分証明書を別添のとおり返納します。 

 

記 

 

履行期限：（元号）  年  月  日 ～ （元号）  年  月  日 

氏  名 生年月日 会 社 名 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

 

 



 

様式第１１号 

 

立 会 証 明 書 

 

東日本高速道路株式会社起業   工事所有の土地に関する測量のため、下記記載の土地の境界について現地で立会

のうえ、異議無く確認しました。 

記 

１ 立会年月日  （元号）  年  月  日 

 

２ 立 会 者 

住   所 氏  名 印 

 

 

 

  

 

３ 土地の表示 

都  市     町 

県  郡  区  村 

対   象   地 対象地に対する隣接地 摘  要 

大字 字 地番 地目 大字 字 地番 地目 

         

         

         

         

   本立会証明書のとおり事実を確認し、測量したものであることを証明します。 

 

   （元号）  年  月  日 

東日本高速道路株式会社○○支社 

○○事務所 

所長            印 

 

注１ 立会者ごとに作成すること。 

２ 対象地欄には、立会者所有等に係る地番を記入し、隣接地欄には隣接地番を全て記入すること。 

３ 法務局により別途様式が定められている場合には、適宜様式を作成すること。



 

様式第１２号 

 
境
 界

 点
 成

 果
 表

 （
交
点
を
含
む
）
 

適
 
用
 

                

方
向

角
 

                

測
定

距
離

 

                

Ｙ
 

                

Ｘ
 

                

番
号
 

                

記
号
 

                

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第１３号 

 
 

用
地

幅
杭

点
成

果
表

 

 

右
側

用
地

幅
杭

点
 

用
地

幅
杭

点
の

座
標

 

現
地

杭
の
 

座
標

値
 

Ｙ
 

           

  

Ｘ
 

           

  

用
地

幅
杭

調
書

 

の
座

標
値
 

Ｙ
 

           

  

Ｘ
 

           

  

用
地

幅
杭

点
間

の
距

離
 制
限
 

           

  較
差
 

           

  測
定

値
 

           

  計
算

値
 

           

  用
地
 

幅
杭
 

Ｎ
ｏ
. 

           

  Ｓ
Ｔ

Ａ
 

Ｎ
ｏ
.
 

           

 

 

左
側

用
地

幅
杭

点
 

用
地

幅
杭

点
の

座
標

 

現
地

杭
の
 

の
座

標
値
 

Ｙ
 

           

 

 

Ｘ
 

           

 

 

用
地

幅
杭
調
書

 

の
座

標
値
 

Ｙ
 

           

 

 

Ｘ
 

           

 

 

用
地

幅
杭

点
間

の
距

離
 制
限
 

           

 

 

較
差
 

           

  測
定

値
 

           

 

 計
算

値
 

           

  用
地
 

幅
杭
 

Ｎ
ｏ
. 

           

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第１４号 

 
補

助
多

角
点

成
果

表
 

適
 
用
 

                

方
向

角
 

                

測
定

距
離

 

                

Ｙ
 

                

Ｘ
 

                

番
号
 

                

記
号
 

                

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第１５号 
 

土
地

所
有

者
別

土
地

一
覧

表
 

道
 
路
 
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市

町
村

大
字

 

特
記
 

事
項
 

                

同
一
所
有
者
の
 

筆
界

確
認

 

 

－
 

立
会
に
よ
り
確
認
 

 

－
 

 

－
 

既
測
図
面
に
よ
り
確
認
 

        

所
有

者
 

氏
名
 

 

同
上
 

 

○
○
○
○
 

 

○
○
○
○
 

 

同
上
 

        

住
所
 

 

同
上
 

 ○
○
町
○
○
 

５
４
１
－
２
 

 ○
○
町
○
○
 

８
９
７
－
５
 

 

同
上
 

        

境
界
確

認
の

方
法
 

 確
定
図
に
よ
り
確
認
 

  現
地
立
会
に
よ
り
確
認
 

 現
地
立
会
に
よ
り
確
認
 

         

現
地
確
認
図

面
と
 

現
 
 
地
 

 

法
第
１

４
条
第

１
項
の

地

図
と
一
致
 同

上
 

 法
第
１

４
条
第

１
項
の

地

図
と
不
一
致
 

 法
第
１

４
条
第

１
項
の

地

図
・
地
積
測
量
図
と
一
致
 

同
上
 

        

所
在

地
番

の
 

確
認

資
料
 

 

登
記
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注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第１６号 

 

在来法定（外）道水路調書 

 

 

（            ） 

 

 

都道      郡      町 

府県      市      村 

 

図面 

番号 
大字 字 地番 地目 

地積（㎡） 
記      事 

公簿 実測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

注１ カッコ内は、在来法定道路、在来法定河川、在来法定外道水路の別を記入する。 

２ 「地番」欄は、地番の付されているものにあっては地番を記入し、地番の付されていないものにあっては、隣接す

る土地の地番を記入する。 

３ 「地目」の欄は、道路、水路の別を記入する。 

４ 実測地積は記入を要しない。 

５ 「記事」の欄は、地番の付されていないものでいわゆる公図上の「赤道（道路）」及び「青道（水路）」の場合には

「無番地・国有財産」と記入し、地番の付されているもので、所有権等について名義が存する場合は、その名義を記

入する。 

なお、民地等がある場合はここに記入する。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



 

様式第１７号 

 

土 地 確 認 調 書 

 

 東日本高速道路株式会社起業   工事所要の土地は、末尾記載のとおりであることを確認する。

よって後日のためにこの調書を２部作成し、それぞれ１部を保有する。 

  （元号）  年  月  日 

土地所有者 

住所 

氏名            ㊞ 

東日本高速道路株式会社 

○○支社〇〇事務所 

所長等           ㊞ 

地  内 

 

 

字 

 

 

地番 

公   簿 実測状況 
所有権以外の権利 摘要 

用益物権等 担保物権等 

地目 地積 地目 地積 種類 権利者の氏名 種類 権利者の氏名 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

備考 

・調書には、用地実測図の写しを添付すること。 

・調書の作成にあたって特別の条件を付する必要がある等この様式により難いときは、適宜様式を作

成すること。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

第２編 用地関係調査業務の発注に係る 

秘密保持に関する標準特記仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（趣旨等） 

第１条 この特記仕様書は、用地関係調査標準仕様書第１編から第３編に規定する用地関

係調査業務を発注する場合の秘密情報及び個人情報の開示及び提供その他必要な事項

を定め、もって個人情報をはじめとする重要な情報資産の安全確保を徹底することを目

的とする。 

 

（用語の定義等） 

第２条 この特記仕様書における用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。 

一 「秘密情報」とは、業務の遂行上知り得た情報で、公知でないものをいう。 

二  「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７

号）第２条第１項に規定されたものをいう。 

三 「監督員」とは、用地関係調査標準仕様書第１編から第３編において規定する監督員

をいう。 

四 「管理技術者」とは、用地関係調査標準仕様書第１編から第３編において規定する管

理技術者をいう。 

五 「承諾」とは、発注者若しくは監督員又は受注者が書面により同意することをいう。 

六 「協議」とは、書面により、発注者又は監督員と受注者が対等の立場で用地関係調査

業務の内容又は取扱い等について合議し、結論を得ることをいう。 

七 「報告」とは、受注者が監督員に対し、用地関係調査業務に係る権利者又は関係者等

の情報及び業務の進捗状況等を書面により知らせることをいう。 

八 「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は捺

印したものを有効とする。また、「調査等指示簿」及び「調査等打合簿」の伝達に電子

メールを使用する場合も上記と同様の取扱いとする。 

 

２ 「秘密情報」及び「個人情報」は、文書、図画、電磁的記録等の保存媒体の如何を問わ

ない。 

 

（秘密情報及び個人情報の貸与） 

第３条 受注者は、業務のために必要となる秘密情報及び個人情報の貸与を受けたときは、

情報資産預り証（様式第１号）を監督員に対して提出するものとする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第４条 受注者は、業務のために開示又は提供された秘密情報及び個人情報を業務の目的

以外に使用してはならない。 

 

（利用者の制限） 

第５条 受注者は、業務のために開示又は提供された秘密情報及び個人情報について、業務

の実施のために必要と認められる従事者以外に開示又は提供してはならない。 

 

（適切な管理） 

第６条 受注者は、業務の遂行にあたり知り得た秘密情報及び個人情報について、善良な管

理者の注意をもって、漏洩、滅失又は毀損の防止その他の適切な管理に必要な措置を講じ

るものとする。 

２ 受注者は、業務の実施に従事している者に対し、前項の措置を遵守させるための必要な

措置を講じるものとする。 

３ 監督員が求めた場合、受注者は管理に必要な措置について定めた文書を発注者に提示

する。 

 

（資料の持ち出しの禁止） 



 

第７条 秘密情報及び個人情報は、物的移動（複製物を作成し、複製物を移動させる場合も

含む）、磁気的・電子的・ネットワーク的移動等の方法を問わず、監督員の許可を得た場

合を除き、無断で持ち出してはならない。 

２ 前項の監督員の許可の申請は、情報資産持ち出し等許可申請書（様式第２号）により行

うものとする。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第８条 受注者は、業務を実施するために発注者から引渡された秘密情報及び個人情報が

記録された資料等を複写、複製又は加工してはならない。ただし、あらかじめ監督員の承

諾を受けたときは、この限りでない。 

２ 承諾を得て複製した文書、図画、電磁的記録等については、受注者にて定期的に棚卸を

行い、漏洩、滅失又は毀損等が生じていないことを確認するものとする。 

 

（守秘義務） 

第９条 受注者は、業務の遂行上知り得た秘密情報及び個人情報を他に開示及び漏洩して

はならない。ただし、次の各号に該当するものは、この限りでない。 

一 契約への違反によらずに公知であるか、又は入手後公知となった情報 

二 相手方より受領する以前から当事者が知っていた情報 

三 当該業務と無関係に、当事者が知っていた情報 

四 相手方の書面による同意を事前に得て開示された情報 

五 法的手続き、あるいは公認会計士による監査等により当事者が開示を求められる情報 

 

（履行期間完了後の取扱い） 

第１０条 受注者は、本件業務の履行期間完了後、速やかに、秘密情報及び個人情報が記載

又は記録された文書、図画、電磁的記録等の媒体（複写物及び複製物を含む。）を返還し、

返還が不可能又は困難な場合には、監督員の指示に従って、当該媒体を消去又は廃棄する

とともに、情報資産返却・消去又は廃棄報告書（様式第３号）を監督員に提出するものと

する。 

２ 前項の規定は、第８条第２項の監督員の承諾を得て複製した文書、図画、電磁的記録等

の媒体についても適用する。 

３ 秘密保持に係る規定は、法令の定めにあるものを除き、履行期間完了後もなお有効とす

る。 

 

（情報の漏洩及び侵害等の発生時における対応） 

第１１条 受注者は、秘密情報及び個人情報の漏洩、侵害等の事案が発生した場合には、直

ちに発注者に報告するものとする。 

２ 前項の報告は、管理技術者から監督員に対して行うものとする。 

 

（第三者への委任等について） 

第１２条 受注者は、発注者の承諾がない限り、秘密情報又は個人情報の処理に係る業務等

の一部を第三者に委任又は請け負わせてはならない。なお、発注者の承諾を得て業務の一

部を第三者に委任又は請け負わせた場合には、受注者は当該第三者に対して、秘密情報及

び個人情報に係る秘密保持について、本契約における受注者の義務と同様の義務を負わせ

るものとする。 

 

（調査及び報告） 

第１３条 発注者は受注者に対し、秘密情報及び個人情報の管理状況の調査を目的として、

必要な範囲で業務の履行場所に立ち入り、調査を行うことができる。 

２ 受注者は、監督員から秘密情報及び個人情報の管理状況について報告を求められたと



 

きは、速やかに監督員に必要事項を報告しなければならない。 

 

（事故時の対応） 

第１４条 受注者は、秘密情報及び個人情報の不正使用、漏洩、滅失又は毀損その他の事故

が発生した場合には、直ちに監督員に報告し、その対応について協議するものとする。な

お、監督員は、受注者に対し問題の対処に必要な措置を求めることができる。 

 

（事故時の責任分担） 

第１５条 受注者の責に帰すべき事由により、秘密情報及び個人情報の不正使用、漏洩、滅

失又は毀損その他の事故が発生し、これにより発注者又は第三者への損害が生じた場合

は、受注者は、発注者又は第三者に対し、その損害について賠償の責を負うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号 

 

情 報 資 産 預 り 証 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監 督 員            殿  

 

受注者             

            ○○○○株式会社 

管理技術者           

 

 

○○○○株式会社は、東日本高速道路株式会社の情報資産を下記のとおり預かることとします。 

なお、○○○○株式会社は、善良な管理者の注意義務をもって、当該データを下記の目的のためにのみ

使用するものとし、また、当該目的のために必要な作業の終了後は、当該データを東日本高速道路株式会

社に返却し、あるいは、消去又は廃棄いたします。 

 

記 

 

１．目 的：                        

２．対 象 情 報 資 産：                        

３．預 か り 方 法：                        

４．返却・消去又は廃棄方法 ：                        

５．返却・消去又は廃棄予定日 ：     年    月    日 

 

 

以  上     



 

様式第２号 
 

情報資産持ち出し等許可申請書 

 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監 督 員            殿  

 

受注者             
            ○○○○株式会社 

管理技術者           

 

 

○○○○株式会社は、下記の東日本高速道路株式会社の情報資産を（複製・持ち出し）したく、

許可申請いたします。 

なお、○○○○株式会社は、善良な管理者の注意義務をもって、当該データを下記の目的のた

めにのみ使用するものとし、また、当該目的のために必要な作業の終了後は、当該データを東日

本高速道路株式会社に返却し、あるいは、消去又は廃棄いたします。 

 

記 
 

１．目 的：                        

２．対 象 情 報 資 産：                        

３．持ち出し（あるいは複製物の保管）先：                        

４．返却・消去又は廃棄方法 ：                        

５．返却・消去又は廃棄予定日：     年    月    日 

６．複 製 物 の 数：       

※６については複製する場合のみ記載すること 

 

以  上     



 

様式第３号 
 

情報資産返却・消去又は廃棄報告書 
 

（元号）  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 支社等（事務所等） 

監 督 員            殿  

 

受注者             

            ○○○○株式会社 

管理技術者           

 

 

○○○○株式会社は、（元号）  年  月  日に東日本高速道路株式会社より預かりました情報資産

を下記のとおり返却、あるいは、消去又は廃棄いたしました。 

 

記 

 

１．返却・消去又は廃棄対象データ ：                      

２．返 却 ・ 消 去 又 は 廃 棄 方 法 ：                      

３．返 却 ・ 消 去 又 は 廃 棄 予 定 日 ：     年    月    日 

 

 

以  上 

 

 

 


